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世田谷区公契約の労働報酬下限額の改定について 

 
１ 趣旨 

平成２８年８月３１日付で提出された世田谷区公契約適正化委員会及び

労働報酬専門部会（以下「委員会等」という。）の答申等を踏まえ、世田谷

区公契約条例に基づく公契約の労働報酬下限額を以下のとおり改定する。 

 

２ 労働報酬下限額の改定案 

対

象 
（１）予定価格３千万円以上の工事請負契約 (２)  

予定価格２千万円以上

の工事請負契約以外の

契約（委託等） 

現

行 

①国土交通省定義の５１職種技能労働者： 

公共工事設計労務単価の８５％ 

９５０円 ②上記に該当しない技能労働者、見習い・手元

等の労働者、年金等受給による賃金調整労働

者：９５０円 

改

定

案 

①国土交通省定義の５１職種技能労働者のうち

技能熟練者：公共工事設計労務単価の８５％ 

１,０２０円 ②上記に該当しない技能労働者、見習い・手元

等の労働者、年金等受給による賃金調整労働

者：公共工事設計労務単価の軽作業員比７０％ 

 

３ 改定理由 

（１）予定価格３千万円以上の工事請負契約について 

［理由］委員会等の答申等において、技能が一定水準に達した熟練技能工に 

ついては、設計労務単価における各工種の85％相当額（１時間あたり） 

とし、見習工、高齢者及び不熟練者については、設計労務単価におけ 

る「軽作業員」の70％相当額（１時間あたり）とする案が提示され、 

妥当と考えるため。 

（２）予定価格２千万円以上の工事請負契約以外の契約（委託等）について 

［理由］委員会等の答申等において、区職員給与から算出した約１,１０５円 
とする案が提示されたが、今後の経済状況や賃金水準の動向を考慮し、 

区の財政状況や給与体系及び地区の状況などを総合的に勘案して、行 

政運営の公平性及び財政負担の適正等の観点から妥当な金額である 

と判断したため。 

 

４ 今後のスケジュール 

  平成２８年１２月１９日  企画総務常任委員会報告 
１２月下旬以降 告示 

事業者・労働者等への周知 
平成２９年 ４月 １日  適用開始 


